
第２回 大阪市駐車施策に係る有識者会議

大阪市計画調整局
令和 ７年 ９月

参考資料

全体的な更新

・グラフの色・フォント等の体裁を統一

・年を元号で統一



※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（1）

附置義務原単位（ブロック別） ■特定用途施設の原単位（ブロック別）

1

特定用途については、都心と周辺とで３時点の変化が異な
る。
都心ブロックはH22からR3は増大が顕著。
周辺（西・北・東・南部ブロック）は、H22に比べてH27は
小さくなるが、R３には大きくなる。

■非特定用途施設の原単位（ブロック別）

非特定用途（都心）については、H22及びH27に比べてR３
に原単位が小さくなる。

都心ブロック 北区、中央区、西区、天王寺区、浪速区、福島区

西部ブロック 大正区、港区、此花区、住之江区

北部ブロック 西淀川区、淀川区、東淀川区

東部ブロック 都島区、旭区、城東区、鶴見区、東成区、生野区

南部ブロック 東住吉区、平野区、西成区、阿倍野区、住吉区

都心ブロックを駐車場整備地区として、その他の西・北・
東・南部ブロックを周辺地区として取り扱う。
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（2）

(1)大阪市の交通状況

①自動車保有状況

2

市内の自動車保有台数は、平成24年までは減少傾
向にありましたが、その後増加に転じています。
特に平成28年以降、乗用自動車、貨物自動車、バ
ス・特殊車は横ばい状況ですが、軽自動車はほぼ
一貫して増加しています。

出典：大阪市統計書

図 大阪市自動車保有台数の推移 図 大阪市における発生集中量の手段構成の将来推移

②自動車利用割合

発生集中量のトリップ数は減少傾向にあります。
そのうち、鉄道や自転車の利用割合は増加してい
ますが、自動車の利用割合は減少しています。

出典：パーソントリップ調査

単位：千トリップエンド/日

*

＊H22パーソントリップ調査データを基に、将来人口構成等を踏まえた予測

大阪市自動車保有台数の推移

→

大阪市における発生集中量の手段構成の
将来推移

→



※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（3）

③自動車交通量

3

平成6年度から小型車、大型車とも年々減少し
ています。

図 大阪府域における自動車交通量（大阪市 平日昼間12時間）

出典：大阪府

④渋滞状況

市内の渋滞状況は平成19年にかけて減少した後、
近年は横ばい状況が続いています。

出典：大阪市統計書

図 市内主要交差点の日平均渋滞時間の推移

大阪府域における自動車交通量

→

市内主要交差点の日平均渋滞時間の推移

→
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（4）

⑤駐車場所別駐車台数

4

市内における自動車駐車場所別駐車台数をみる
と、最も駐車台数が多い駐車場所は、路外駐車
場（無料）で約73万台（60.4％）、次に多いの
が路上（無料）で22万台（17.8％）であった。

出典：道路交通センサス

図 大阪市における駐車場所別駐車状況（令和3年）

大阪市における駐車場所別駐車状況
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（5）

(2)大阪市の駐車施設の状況

①駐車場整備状況

5

届出駐車場は約7万台、附置義務駐車場は約32万台、
共同住宅駐車場は約13万台と各駐車場の整備台数
は平成15年度と比較すると増加しています

出典：大阪市

図 駐停車違反取締状況(放置車両確認標章取付件数)の推移

②駐車違反の取締り件数

市内の駐車違反による取締り件数は平成28年にか
けて減少した後、近年は横ばいの傾向にあります。

出典：交通白書

駐車場整備状況

→

駐車違反の取締り件数

→

→
の傾向」に修正
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図 駐車場整備状況の推移
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（6）

③有料駐車場数および台数

6

有料駐車場数および収容可能台数は、平成20年度から
増加傾向にありましたが、平成30年度以降は横ばい傾
向にあります。

出典：大都市比較統計年表

図 大阪市有料駐車場数と収容可能台数

大阪市有料駐車場数と収容可能台数

→



※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（7）

7出典：三鬼商事HP

図 大阪ビジネス地区における空き家率と平均賃料の推移

ビル空き家率は、平成22年をピークに減少傾向にあり
ましたが、令和元年から令和4年まで増加した後、令
和5年は前年よりも減少しています。
平均賃料については、平成22年以降横ばい状況です。

※大阪ビジネス地区：主要6地区（梅田地区、南森町地区、淀屋橋・
本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区、新大阪地区）

(3)その他の状況

①ビル空室率 ②都心居住の状況

大阪市の都心部（北区・福島区・中央区・西区・
天王寺区・浪速区）における人口は、年々増加傾
向にあります。周辺部の人口は減少傾向にありま
したが、令和6年には増加に転じています。
大阪市全域の人口は、微増傾向にあります。

出典：大阪市推計人口

図 大阪市における人口推移

大阪ビジネス地区における空き家率と平
均賃料の推移
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→

→
す」を「周辺部の人口は減少傾向にあり
ましたが、令和
す」に修正
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（8）

③運転免許返納の推移

8

免許保有者数は2015年から横ばいですが、65歳
以上の免許返納率は2019年に増加した後、近年
まで減少傾向にあります。
なお、令和6年には増加に転じています。

出典：警察庁「運転免許統計」

図 大阪府における65歳以上の免許返納率

④カーシェアリング市場の推移

カーシェアリングの車両台数が増加するに伴って、
会員数も過去15年間で急激に増加しています。

出典：公益財団法人交通エコロジーモビリティ財団

図 カーシェアリング車両台数と会員の推移
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※（参考資料）大阪市における社会情勢の変化（9）

⑤鉄道利用状況

9

大阪市内における鉄道（私鉄、JR、地下鉄・
ニュートラム）の利用者数は、令和２年度
（コロナ禍）に激減しましたが、近年は回復
傾向にあります。

出典：大阪市統計書

図 鉄道利用状況
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※（参考資料）道路交通センサス

10

道路交通センサスは、全国の道路と道

路利用の実態を捉え、将来の道路整備

の方向を明らかにするため、全国の道

路状況、交通量、旅行速度、自動車運

行の出発地・目的地、運行目的等を調

査するもので、道路に関する国勢調査

ともいうべきもの。



調査件数（平成元年以降）

※（参考資料）附置義務駐車施設における実態調査

11



※（参考資料）共同住宅における駐車実態調査

12

調査件数（H22年以降）



※（参考資料）附置義務駐車施設および共同住宅における駐車実態調査

13

１．調査概要

（１）対象データ

【条例対象建築物】 建築物の駐車施設の実態調査データ（令和2年度）

【要綱対象建築物】 共同住宅における駐車施設等の利用実態調査データ（令和3年度）

（２）実態調査の実施

①調査対象

調査対象は、有効件数を確保するため、抽出件数として条例対象建築物60件、要綱

対象建築物30件とし、過年度調査対象一覧及び附置義務駐車施設整理票データ、共

同住宅駐車施設整理票データから以下の内容について考慮し対象を抽出する。

・用途地域、建築物の規模、建築用途等に偏りがないこと

・荷さばき駐車場の設置がある建築物を含むこと等

②調査日時

調査期間：令和5年11月1日（水）～12月17日（日） 平日・休日実施（各１日）

調査時間：建物用途ごとの駐車場利用ピーク時

③調査方法

調査員による目視調査（目視が困難な場合は管理人等への聞き取り調査）

（3）補正方法

【手順１】

用途別の「前回平日（抽出）」と「今回平日（抽出）」の駐車台数を比較し、補正率を算出する。

各用途の補正率＝今回平日（抽出）／前回平日（抽出）

【手順２】

補正率を「前回平日（全体）」の駐車台数に乗じ、「今回平日（全体）」の駐車台数とする。

ただし、今回抽出し実態調査した建築物は、調査結果の値を使用する。

図-1 調査対象建築物の位置



※（参考資料）国における共同住宅の荷さばき施設の対応検討状況①

14
参考資料：「令和６年度第１回まちづくりにおける駐車場政策あり方検討会」会議資料



※（参考資料）国における共同住宅の荷さばき施設の対応検討状況②

15
参考資料：「令和６年度第１回まちづくりにおける駐車場政策あり方検討会」会議資料

令和
要については、別途資料とするか
につけるかは要検討。

https://www.mlit.go.jp/toshi/content/0
01879829.pdf



※（参考資料）大阪市の取り組み

■大阪市の取り組み

16

◇大阪市：中之島周辺
・様々な公共施設、文化施設、歴史的構造物が集積し、
年間を通じて多くの人が訪れる文化・集客ゾーンである
が、歩行者・自転車が車道を乱横断する問題があった
・対策として歩行者空間化（公園化）することで、交通
安全性と回遊性、都市景観・魅力向上とともに、沿道施
設と一体的かつ多様な活用が可能となる空間として再編
・人中心の通りとして整備された

再編前

再編後

出典：大阪市
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※（参考資料）他都市の荷さばき駐車施設の基準値

都市名 対象床面積
基準値（特定用途のみ）

駐車場整備地区等 周辺地区

札幌市 2,000㎡ 百貨店その他の店舗：6,000㎡/台
事務所：8,000㎡/台
その他特定用途：7,000㎡/台

－

仙台市 百貨店その他の店舗：4,500㎡
その他特定用途：9,500㎡

百貨店その他の店舗：4,500㎡/台
その他特定用途：9,500㎡/台

－

さいたま市 2,000㎡ 百貨店その他の店舗：3.000㎡/台

事務所：5.000㎡/台、倉庫：1,500㎡/台

その他特定用途：4,000㎡/台

－

横浜市 3,000㎡ 百貨店その他の店舗：3.000㎡/台
事務所：8.000㎡/台
倉庫、工場：3,500㎡/台
その他特定用途：6,500㎡/台

－

川崎市 3,000㎡ 百貨店その他の店舗：2,500㎡/台

事務所：6.000㎡/台、倉庫：2,000㎡/台

その他特定用途：5,000㎡/台

5,500㎡/台

名古屋市 1,500㎡ 百貨店その他の店舗：5,000㎡/台
倉庫：2,500㎡/台
その他特定用途：10,000㎡/台

－

福岡市 2,000㎡ 6,000㎡/台 －

金沢市 2,000㎡ 百貨店その他の店舗：3,000㎡/台

事務所：5,000㎡/台、倉庫：1,500㎡/台

その他特定用途：4,000㎡/台

－

標準条例（100万人以上） 2,000㎡
3,000㎡（周辺地区）

百貨店その他の店舗：2,500㎡/台

事務所：5.500㎡/台、倉庫：2,000㎡/台

その他特定用途：3,500㎡/台

7,000㎡/台
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